様式第１

番　　　　　　号

平成　年　月　日
一般社団法人　新エネルギー導入促進協議会

代表理事　　石　谷　　久　殿
住　　所　　　　　　　　　　　　　

申請者　名　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者等名　　　　　　　　　　印　

平成２２年度地域新エネルギー等導入促進対策費補助金交付申請書
地域新エネルギー等導入促進対策費補助金交付規程第５条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。
記
１．補助事業の名称

２．補助事業の目的

３．補助事業の開始及び完了予定日

（１）当年度の事業期間　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

（２）全体の事業期間　　　　  　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

４．設備導入事業の内容

（１）補助事業の内容

（２）補助事業の実施計画

（３）補助金交付申請額

①　補助事業に要する経費

②　補助対象経費

③　補助金交付申請額

　（４）補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額並びに区分ごとの配分（別紙１）

　（５）補助事業に要する経費の区分ごとの四半期別発生予定額（別紙２）

５．普及啓発事業の内容

（１）事業内容

（２）事業の実施計画

（３）事業に要する経費

※一般社団法人新エネルギー導入促進協議会の地域新エネルギー等導入促進対策費補助金は、経済産業省が定めた地域新エネルギー等導入促進対策費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を地方公共団体等に交付するものです。

設備導入事業

（別紙１）

補助事業に要する経費の配分

（単位：円）
	区分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補助率
	補助金の額

	導入事業費
	0
	0
	1/2以内
	0

	消費税
	0
	
	
	

	合計
	0
	
	
	


（別紙２）
補助事業に要する経費の四半期別発生予定額

（単位：円）
	区分
	補助事業に要する経費

	
	第1・

四半期
	第2・

四半期
	第3・

四半期
	第4・

四半期
	計

	導入事業費
	0
	0
	0
	0
	0

	消費税
	0
	0
	0
	0
	0

	合計
	0
	0
	0
	0
	0


様式第２（マイクログリッド）

実施計画書
１．補助事業の名称

　　○○○○○○○○事業

２．事業実施者

申請者名称(フリガナ)
： 

代表者の氏名(フリガナ)
： 

郵便番号


：〒□□□－□□□□

住　　　所


：

担当者連絡先１

郵便番号


：〒□□□－□□□□

住　　　所


：

氏　　　名(フリガナ) 
：　　　　　（　　　　　）

所属部署名


：

電子メールアドレス

：

電話番号


：

ファックス番号

：
担当者連絡先２

郵便番号


：〒□□□－□□□□

住　　　所


：

氏　　　名(フリガナ)
：　　　　　（　　　　　）

所属部署名


：

電子メールアドレス

：

電話番号


：

ファックス番号

：
３．設備導入事業

（１）事業の実施場所

・住　　所

：

・最寄り駅

： 

・設置場所、施設の名称：

・位置図

： 

・施設の所有者
： 

・現地写真

： 

（２）電力・熱需要
・事業区域内のエネルギー複合需要パターン：
夏期、中間期、冬期における２４時間の電力・熱需要パターン（需要曲線）

・電力・熱最大需要：
最大電力需要、最大温熱需要、最大冷却需要

・発電電力の需要先一覧及び電気供給量の割合：

（３）各電力・熱供給設備及びシステムの概要

・新設・既設の別

・発電出力○○ｋＷ（○○ｋＷ×○基）
・熱出力
・発電効率
・熱回収効率
・想定年間発生電力量：　○○ＭＷｈ／年（○○ＭＷｈ／年・基）
・想定年間温熱・冷熱発生量等

・発電、熱供給システムの構成・特徴

・全体システム仕様（発電・熱供給システム、制御システム）

・機器構成図

・単線結線図

・配管、配線ルート図等

（４）電源構成

・発電設備の出力決定根拠

・各電源の役割分担（ベース電源、調整電源等）

（５）原材料（バイオマス、燃料等）の調達方法・種類・低位発熱量・使用量

・マテリアルバランス図

・残渣物の処理方法

（６）制御システム

・制御システム構成：制御装置の仕様

・制御監視方式：制御センターの概要、監視装置仕様、運転体制等

・制御方式の説明：

①電力・熱負荷追従方式（注）想定需要カーブにおける各電源・熱源の負荷分担を含めて
具体的に記載すること。

②同時同量供給の目標レベルと設定根拠及び確認方法

③想定される系統擾乱・負荷突変時の対応

④エネルギー供給設備故障時等のバックアップの考え方

⑤電力品質　の目標値・設定根拠及び実現・確認方法

⑥熱の品質の目標値と設定根拠

（７）システムの経済性

　　・システム全体のイニシャルコスト（各種電源、主要装置、設備別）一覧

　　・システム全体のランニングコスト（装置毎に燃料費、保守費、用役費等）一覧

　　・発電単価及び算定根拠：　○○．○○円／ｋＷｈ
・熱供給単価及び算定根拠
・売電単価　○○．○○円／ｋＷｈ
（８）環境影響調査等
　・環境影響調査等（生活環境影響調査含む）の要否

　・地元調整

（９）設備設置工事の概要
　・建築工事
　・土木工事
　・電気工事（配電線、電気設備設置等）

　・電力会社との協議内容

（１０）実施計画
①当該年度事業実施内容

②年度別事業実施内容

③事業実施予定スケジュール（別紙６）
（１１）事業費
・事業経費の配分（別紙３）

・資金調達の予定（別紙４）

・補助事業に要する経費及びその調達方法（事業全体に要する経費）（別紙4－1）

（１２）事業の実施体制

①新規事業の場合、次の項目を別紙５－１に記載すること。

・補助事業の実施体制（社内実施体制等）

・発注業者等の選定方法

②複数年事業で継続事業の場合、別紙５－２に記載すること。

・発注フロー図

・契約方式

・事業体制

（１３）取組の先進性等
①取組の先進性
②事業の波及性、効果性

③省エネルギー、環境改善効果（別紙７）

④活動の実績（非営利民間団体の場合）

（１４）事業実施に関連する事項
　　①他の補助金との関係

　　②許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項

　　③設備の保守計画

（１５）新エネルギー等設備の導入に関する計画

　　①将来の新エネルギー等設備導入計画について

　　②過去の新エネルギー等設備導入実績について

（１６）継続事業における昨年度との変更点
４．普及啓発事業

（１）実施計画
①当該年度事業実施内容

②年度別事業実施内容

③事業実施予定スケジュール（別紙６）

（２）事業の実施体制（別紙５）

様式第２（別紙５－１）　※今回新規に申請される方はこの用紙に記載して提出すること。
事業実施体制

１．補助事業名

２．事業実施社内体制
　申請者の組織図を基に、申請代表者、担当者１、担当者２の所属部署が記載された、申請事業の実施体制を簡潔に記載、あるいは添付を願います。

参考図
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３．請負会社選定方法
様式第２（別紙５－２）
※複数年度事業実施者の２年度目以降の申請は、この用紙に記載して提出すること。
事業実施体制
１．補助事業名

２．発注フロー図
参考図
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３．責任体制
様式第２（別紙６）
事業実施予定スケジュール

＜平成２２年度＞
	項　目
	平成２２年度

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
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	（補助対象外）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


＜全体＞

	項　目
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度

	

	
	
	
	

	（補助対象外）


	
	
	
	


（別紙９）

○○○○事業における○○○○（地方公共団体名）の関与について
１．事業の概要
①事業の目的
②事業の内容
③事業の公益性・公共性
④事業のスキーム
⑤その他
２．地方公共団体の関与の必要性
①法人設立理由

②設立予定年月日
③地方公共団体の役割
④地方公共団体の関与の妥当性
⑤地方公共団体の関与の継続性
⑥その他
３．関与の度合い
①出資の構成及びその役割
②役職員の構成及びその役割
③組織体制

④運営形態

⑤負担の程度

⑥その他
４．事業の採算性等
①事業規模の妥当性
②収入の確実性
③収支バランス
④利益処分の方法
⑤その他
５．その他

（添付資料）定款、登記簿謄本、会社概要、事業実績等

誓　　約　　書
平成　年　月　日
一般社団法人　新エネルギー導入促進協議会

代表理事　　石　谷　　久　殿
住所　　　　　　　
名称　　　　　　　
代表者等名　　　　　　印
平成２２年度地域新エネルギー等導入促進対策費補助金の交付申請をするにあたり、申請した設備が完成したときは「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」第９条に定める新エネルギー等発電設備の認定を受けることを約束します。

また、過去に当該補助金を受けて設置した設備（風力発電、太陽光発電、バイオマス発電（過去に廃棄物発電で交付決定を受けたもので、バイオマス燃料を含んでいるものを含む。））で、一般電気事業者、特定電気事業者、又は特定規模電気事業者に売電をしているものについても、全て新エネルギー等発電設備の認定を受けることを約束します。











































































































































































































































































































































































































































































































































































平成○○年度


契約方式


○○○○工事


企業名


○○○○千円





平成○○年度


契約方式


○○○○工事


企業名


○○○○千円





平成○○年度


契約方式


○○○○工事


企業名


○○○○千円








平成○○年度


契約方式


○○○○工事


企業名


○○○○千円





総事業費	○○○○千円


平成○○年度	○○○千円


平成○○年度	○○○千円


平成○○年度	○○○千円


協議会補助金	○○○○千円


平成○○年度	○○○千円


平成○○年度	○○○千円


平成○○年度	○○○千円











地方公共団体等





平成○○年度


契約方式


○○○○工事


企業名


○○○○千円
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